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〈研究論文〉 
 

1912 年アメリカ合衆国大統領選挙における革新主義者たち 
―「中道政治」による「リベラリズム」の模索―（1） 

 
三 島 武之介 

 
 

【要旨】 

本稿は、1912 年アメリカ合衆国大統領選挙の主要候補が、古典的リベラリズムとニュー・

リベラリズムの混在した政治状況下でいかなる「中道政治」を展開し、それが以後のアメリ

カ政治の思想的潮流にどのような影響を及ぼしたかを問う論考の第一稿である。 

革新主義運動の旗手ローズヴェルト（Theodore Roosevelt: TR）は、連邦政府のポリスパワー

の拡大により、資本家と労働者の間に社会的均衡を打ち立てることを目標とした。この

ニュー・リベラリズムの実現のために TR は、社会改良を要求する急進派と、これに抵抗す

る主流派とを対抗させ、両派の間にいる穏健派を共和党の政策決定過程の中心に位置させる

「中道政治」を実行した。だがタフト（William Howard Taft）は、TR が「中道政治」を継続さ

せるために避けていた関税改正を強行する過程で、議事運営を支配する主流派に依存を深め、

急進派の離反を招いた。タフトが「中道政治」の継承に失敗したとみた TR は、共和党の政治

力学を「中道政治」に引き戻すため、急進派と同じく、合衆国憲法修正により直接民主制度

を導入することを提唱した。けれども、主流派と急進派の妥協を可能にしていたルート（Elihu 

Root）とロッジ（Henry Cabot Lodge）は、直接民主制度の導入が三権分立を崩壊させ、国家

社会主義を招くとして反対した。結果として TR の「中道政治」は困難となり、共和党は古典

的リベラリズムへと回帰していく。 
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１．はじめに 
 
 本稿は、1912 年アメリカ合衆国大統領選挙を「中道政治」の対決として捉え直そうとする

ものである。この選挙は、1896 年、1932 年のような決定的選挙（Critical Elections）ではない

が、3 つの点でアメリカ史上の一つの事件である。第一に、共和党が長期的優位を誇った第四

政党制の最中で唯一、民主党が統一政府を達成した政権交代劇であった。第二に、世紀転換

期から第一次大戦にかけて台頭した革新主義（Progressivism）のあり方が問われた選挙であっ

た。第三に、民主党が革新政党化し、共和党が保守政党化することで、イデオロギー上の乖
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離が拡大する過程、つまり二大政党の分極化に至る長い道のりの始まりを画した。 

 だが日本では、1912 年大統領選挙は、もっぱら通史の中で、ウィルソン（T. Woodrow Wilson）

の「ニュー・フリーダム（New Freedom: NF）」とローズヴェルト（Theodore Roosevelt: TR）の

「ニュー・ナショナリズム（New Nationalism: NN）」に触れられるにとどまってきた。両者の

対比は、革新主義（Progressivism）が内包した多様性を窺わせる点で、確かに興味深い。「NF」

がトラストを全て解体し、牧歌的な自由競争の時代に回帰するとしたのに対し、「NN」は企

業集中を時代の趨勢ととらえ、公共の福祉に反するトラストだけを解体するとした。また、

「NF」が政府による福祉に否定的な姿勢をとり、貧困を完全に個人の責任に帰したのに対し、

「NN」は政府による社会福祉の充実、格差・貧困の是正を訴えた、とされている1。 

しかし、「NF」にせよ「NN」にせよ、それが政党政治の文脈で形成された政見だという事

実はさほど吟味されないままのように思われる。TR が「NN」を表明したのは、ウィルソン

が民主党候補指名を受けるおよそ 2 年前である。この時点の TR は共和党員であった。彼が

想定した政敵は、現職大統領たるタフト（William Howard Taft）、中西部の革新主義者ラ・フォ

ルテ（Robert M. La Follette）、そして支持を拡大する社会党のデブズ（Eugene V. Debs）であっ

た。当時のウィルソンは、「NN」を賞賛したと言われている。他方「NF」は、「偉大な庶民」

ブライアン（William Jennings Bryan）の信任を得て民主党候補となったウィルソンが、TR と

の論戦が本選挙の雌雄を決するとの見込みが強まる中で、「人民の弁護士」ブランダイス

（Louis D. Brandeis）の助言を仰いで策定した、「NN」への対抗スローガンである2。 

 したがって、「NF」と「NN」を論じるには、4 人の主要候補が立候補に至る過程および予

備選挙、本選挙での論戦を丹念に追う中で、ウィルソンと TR が所属政党の内外で置かれて

いた政治環境をよく踏まえる必要がある。こうした観点に立った先行研究はアメリカにおい

ても少なく、以下の 3 点が代表的な研究である3。いずれも上述の第三点—1912 年大統領選挙

は今日の二大政党の分極化の端緒であるとの観点—にかかわる研究であるが、それぞれに得

失がある。よって以下では、それを検討しながら、本稿の目的を詳らかにしたい。 

 先鞭をつけたブロードリック（Francis L. Broderick）は、選挙戦でのウィルソンと TR は、

左派のデブズ、右派のタフトの間の「中道」に位置したとしながらも、4 名はいずれも、工業

化、都市化の荒波の中で生じていた社会問題への対処が政治に求められていると認識する点

では、みな革新主義者であったとみなす。そして 1912 年大統領選挙は、1960 年代末頃まで

続く「革新主義の伝統」—合衆国憲法による公共の福祉の要請に従い、連邦政府は資本主義

市場経済下の私有財産に規制を加えるべきとの立場—を遺したと結論している4。 

 確かに、主要候補 4 名は公的規制の強化については概ね合意していたと言えなくはない。

その強化が 1960 年代末まで続いたというのも、「革新主義の理念」がもう一人のローズヴェ

ルト（Franklin D. Roosevelt）からジョンソン（Lindon B. Johnson）へと継承されてきたとみれ

ば、間違いではない。だがブロードリックは、1912 年から 1968 年までの連続性を重視する

あまり、のちにチェイス（James Chase）が指摘した 1912 年大統領選挙のもう一つの遺産を軽
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視することになった。それは、レーガン（Ronald W. Reagan）の登場によって復権し、今日の

アメリカ政治の一極をなすに至る「保守主義の価値観」である5。 

ところがチェイスは、二次文献に大きく依拠したためか、主要候補 4 名のイデオロギー上

の共通点や相違点を明確に示していない。これに対して、「革新主義の理念」が「NN」と「NF」

との論争を経て民主党に浸透し、「保守主義の価値観」が TR とタフトの分裂および革新党の

登場によって共和党の主流を占めていく過程に光を当てたのは、世紀転換期の共和党研究の

大家グールド（Lewis L. Gould）である6。広範な一次史料を駆使した彼の記念碑的傑作は、関

税が共和党内をタフト、ラ・フォルテ、そして TR の三派に引き裂く原因となり、その分裂を

活用するウィルソンの如才なさが民主党をまとめていく様子を見事に描いた。 

けれども、グールドでさえも答えていない問いがまだ一つある。それは、全国政党の主要

候補 4 名が、2 つのリベラリズムの過渡期において、どのように「中道政治」を実現しよう

としたか、である。ここにいう「中道政治」とは、説得と妥協を繰り返しながら、所属政党

内の多様な構成分子および党外の潜在的支持者の間に広がる政見の相違を相対的に小さくし

つつ、自らの指導下に多数合意を形成して、支持基盤を構築する営みである。 

1912 年大統領選挙の主要候補 4 名は、いずれも全国政党の代表であった。全国政党はそれ

ぞれの地域の利害を代表する分子から構成されるがゆえに、そこには様々に異なる政見の持

ち主が集う。共和党には北東部の議会主流派と中西部の急進派が、民主党には北部の資本家、

南部の州権主義者、西部の農本主義者が割拠していた。第三党たる革新党と社会党には二大

政党に不満を抱く分子が集ったが、その中では、二大政党では政策綱領に上りがたかった政

策—女性参政権や黒人公民権、企業国有化など—の実現を目指す急進派が大きな勢力を占め、

互いの政策の優先順位をめぐって相争っていた7。 

加えて、主要候補 4 名が当選するには、多かれ少なかれ、他の候補者から支持者を奪い取

る必要があった。アメリカの政党規律はもともと弱い上に、TR が共和党を脱し革新党を結成

したことで、無党派層の浮動票が大きく動く可能性が生じていた。TR が本選挙で 88 名の大

統領選挙人と 4,119,207 の有効投票を得たことからも、その票田の大きさが窺われよう。だか

らこそ 4 名は、当時としては異例の全国遊説を予備選挙段階から実施した。その過程で彼ら

は、程度の差こそあれ、他の候補者の主張する政策への対案を示すか、その長所を自らの政

策に取り入れるかして、可能な限り多くの支持者を集めようとした。つまり、党内でも党外

でも「中道政治」を行ったのである。ウィルソンと TR が、左派のデブズ、右派のタフトの間

の「中道」に位置することになったのは、その結果として理解されなければならない。 

 グールドの著作を本稿が傑作と呼ぶのは、「中道政治」という用語こそ用いていないものの、

その緻密な実証によって四者四様の「中道政治」を描いているからである。しかしグールド

は、4 名の「中道政治」が革新主義の有する過渡期的な性質にどのように対応したかに、明確

な枠組を与えていない。そのために、TR 以後の共和党に革新主義者が存在し、のちに超党派

の「リベラル・コンセンサス」の一部を構成する一方で、ウィルソン以後の民主党にも革新
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主義、そしてニュー・ディールに反対する保守派が存在し、共和党のカウンターパートとと

もに「保守連合」を形成することの思想的な背景が曖昧なままに残されている。 

革新主義は、二つのリベラリズムの過渡期に登場した社会改良への意欲であった。一つは、

ジェファソン（Thomas Jefferson）に連なる州権論や個人主義の伝統に則り、「小さな政府」か

らの自由を尊ぶ古典的リベラリズムであった。合衆国憲法の父たちは、多数者（有権者・政

府）の専制が少数者（賢者）の権利を侵害しないよう、三権分立による抑制と均衡のシステ

ムを構築した。このシステム下では、連邦政府の役割は、産業振興と西部開拓にほぼ限定さ

れ、それ以外の領域は地方自治体、民間団体および個人の手に委ねられていた。 

 もう一つは、ハミルトン（Alexander Hamilton）に連なる連邦主義の伝統に則り、「大きな政

府」による自由を目指すニュー・リベラリズム（社会民主主義）である。革新主義者たちは、

少数者（トラスト・政党）の専制が多数者（労働者・消費者）の権利を侵害しないよう、抑

制と均衡のシステムを改編しようとした。第二次産業革命以後の急激な工業化、都市化がも

たらした社会問題—資本の集中、貧富の格差、移民の流入など—は、地方自治体、民間団体

や個人では対処できない規模と性質をもっていた。そのため、連邦政府がそれまで介入しな

かった領域にまでポリスパワーを拡大させることが企図された。 

 1912 年大統領選挙の主要候補たちはいずれも、この 2 つのリベラリズムが混在した政治状

況に直面していた。彼らがもし「中道政治」を行おうとすれば、自らの政治スローガンにお

いて古典的リベラリズムとニュー・リベラリズムをどうにか両立させなければならなかった。

その両立の図り方は、4 名のそれぞれが置かれていた党内事情や獲得を狙う選挙区の事情に

よって異なっていた。ほとんどの候補は両立に失敗し、敗戦を迎える。本稿の目的はそこに

至るまでの歴史を通じて、アメリカ独自のリベラリズムの展開を描くことにある。 

 とはいえ、これは 1 編の論文で論じられる事象ではない。そこで本稿は手始めとして、1912

年大統領選挙の政治的文脈を決した共和党の分裂を取り上げたい。タフトによる「中道政治」

の試みは、主流派と急進派の対立を激化させ、その結果 TR の離反を招く。タフトに対抗し

て出された「NN」は、共和党の政治力学を主流派から TR の側に引き戻すことを意図してい

たが、もはや共和党内では「中道政治」たりえなかった。そして共和党は、ニュー・リベラ

リズムではなく古典的リベラリズムの下に結集していく。その過程をみることにより、TR と

タフトの決裂には、民主党の勝利を決定づけた以上の意義があったことを示したい8。 

 
 
２．関税改正をめぐる対立 
 
 共和党分裂の引金を引いたのは、1909 年ペイン＝オルドリッチ関税法（the Payne-Aldrich 

Act）である。前任大統領 TR は、関税改正を政治課題から排除することによって、独占規制

や労働者保護などの改革を前進させるための政権基盤を維持していた。それは、改革に抵抗

する主流派に改革を求める急進派を対抗させ、両派の間に位置する穏健派を共和党の政策決
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定過程の中心に位置させることで成り立っていた。つまり、TR の「中道政治」は関税改正を

回避することで実現していた。逆に言えば、共和党内では関税のあり方をめぐって大きな意

見の隔たりがあったということでもある。当時の共和党内の関税論は、伝統的な保護主義、

急進的な修正主義、穏健な引下げ論の三つに分類される9。 

 第一の保護主義は、下院議長キャノン（Joseph G. Cannon）、上院財政委員長オルドリッチ

（Nelson W. Aldrich）を筆頭とする主流派の立場である。主流派の多くは、アメリカは豊富な

天然資源、巨大な生産基盤、そして堅固な国内市場を有する大陸国家であり、それを欠くヨー

ロッパ諸国のように自由貿易下で国際分業を図る必要はないという孤立主義を提唱した。主

流派の保護主義は、北東部から中西部にかけての新興の製造業者たちから支持を受けていた10。 

 だが画一的な高関税の妥当性に対しては、19 世紀末の共和党内でも異議が唱えられていた。

国務長官ブレイン（James G. Blaine）は、国内市場は飽和状態にあるため、生産余剰を輸出に

振り向ける必要があるとし、主力輸出品がアメリカ産品と競合しない中南米諸国に狙いを定

め、互恵通商協定を締結した。他方、ヨーロッパ市場への進出を目指す製造業者の間では、

全米製造業協会（National Association of Manufacturers: NAM）の 1903 年決議にもみられるよ

うに、関税引下げによってヨーロッパ諸国による報復関税を回避したいとの欲求が高まって

いた。よって主流派も、国内産業を犠牲にしない限りという条件付で、ヨーロッパ諸国との

互恵通商協定交渉により輸出の拡大を目指すとの方針に賛同していく11。 

 こうした中で、第二の修正主義がにわかに力を得てくる。これは、カミンズ（Albert B. 

Cummins）、ラ・フォルテら急進派の立場である。彼らの多くは中西部の革新主義者であった

が、その保護関税に対する不満の根源は、東部の工業製品が保護されている一方で、その生

産を支えているはずの中西部の農産物や原材料は保護を受けていないとの不平等感にある12。 

 この不公平感は、中西部の農民や原材料の生産者が東部の工業製品の消費者である—たと

えば中西部の農産物は、東部製の農作機械で生産される—という見解によって強められてい

た。ゆえに急進派は、民主党の重鎮で農業州の利害を代表するブライアンが唱えた「関税は

トラストの母」というテーゼを我が物とした。すなわち、保護関税はトラストの形成と発展

を助長する一方で、必需品価格を上昇させ、消費者に負担を強いているとして、主流派を非

難したのである13。 

 主流派と急進派の対立構造が浮上するなかで、第三の穏健な引下げ論が登場する。これは、

タフト、ルート（Elihu Root）ら穏健派の立場である。TR 政権の主要閣僚だった二人は、フィ

リピンに特恵関税を導入しアメリカ資本を誘致しようとした経験を通じて、産業保護に必要

な限度を超えて高率な現行関税は、東部に有利で西部に不利な経済構造を育み、かつ、海外

市場の開拓の障害となっていると確信するに至っていた。この確信が有権者の間にも浸透し

つつあるとみた二人は、関税引下げの可能性を探り始める14。 

 タフトとルートはその方途として、民主党が求める一律引下げではなく、最高・最低税率

制度を選択した。その理由は三つある。まず、品目ごとに税率を検討できるため、多様な利
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害関係者を抱えるNAMや選挙区の利害を守りたい急進派からも、支持を集められるとみた。

次に、独仏等との互恵通商協定交渉を通じて、連邦議会でも、特にドイツに範をとる関税制

度を導入し、ヨーロッパ市場への輸出拡大を期すとの気運が高まりつつあった。そして最後

に、以上二つの理由から、主流派の保護主義者からも賛同を得る見込みがあった15。されど大

統領たる TR は、関税改正に消極的なままであった。主流派と急進派は関税率の具体的検討

の段階で必ず衝突する、と正しく予見していたからである。 

 TR の後継に指名されたタフトは、1908 年大統領選挙で、翌年春に関税改正のための特別

議会を招集すると共和党綱領に明記させた。その際、生産者の保護を説く主流派と、労働者・

消費者の保護を訴える急進派の双方に配慮した「中道政治」を提案した。すなわち、内外生

産コストの差異に応じて「合理的な保護関税」を設定することによって、国内生産コストを

下げて国際競争力を向上させ、国内投資と労働賃金を高い水準に維持する方針を示した。こ

れによってタフトは、関税をめぐる「煽動的な」政争を終わらせ、「多様な産業」が「円満に」

発展できるようにしたい、との抱負を語った16。 

 TR が懸念した関税率設定について、当初タフトは、大統領の任命する外部専門家が、内外

生産コスト等を調査し、議会に設定税率を助言する関税委員会（Tariff Commission）の常設を

目標とした。その設置法案は既に TR 政権末期、急進派に近い穏健派だったベヴァリッジ

（Albert J. Beveridge）によって提出されていた。ルートの言葉を借りれば、関税委員会は関税

率設定プロセスを、「地域代表」による議会審議から「超党派」の「科学的」調整に移行させ

る試みであった17。関税委員会は、関税率設定を脱政治化することによって、「中道政治」を

実現しようとしたわけである。 

 ところが、関税委員会は「中道政治」の手段たりえなかった。主流派は、関税委員会が関

税率設定権を議会から剥奪し、野放図な引下げを招くとみて、激しく抵抗した。これに対し

急進派は、関税委員会の調査結果でカルテルが判明すれば、ただちに当該企業に関わる保護

関税を一時停止する権限を大統領に付与するとのラ・フォルテ法案で応じた。この時は大統

領 TR の介入で、下院歳入委員会下に数名の財務省、労働商務省の事務官を配置し、内外生

産コスト等の調査・報告をさせるとの妥協が成立した18。 

 新大統領タフトの要請により招集された特別議会で、ペイン＝オルドリッチ関税法に向け

た審議が本格化すると、ベヴァリッジは関税会議（Tariff Board）法案を提出する。この新法

案には、関税設定をトラスト規制に結びつけようとする急進派の意向を汲んで、関税会議に

大企業経営者を証人喚問し、当該企業の帳簿を調査する権限を付与する条項が盛り込まれた。

ベヴァリッジと急進派は、行政委員会を諦め、外部専門家の政治任命に的を絞ったわけであ

る。ところが、ベヴァリッジを支援していたはずの NAM が、上記条項が連邦議会に排他的

な価格設定を許すことを恐れた。これを奇貨として、主流派を率いるオルドリッチは、上記

条項の削除を皮切りに、ベヴァリッジに妥協を強いていく19。 

 ベヴァリッジと急進派が主流派に対抗するには、大統領のほかに頼れる者はなかったであ
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ろう。しかしタフトは、718 条 2 項に織り込まれる曖昧な文言—最低税率の適用に際しては、

大統領には事前に不当な差別関税の不存在を調査する義務があり、その遂行にあたっては専

門家の助言が必要となるかもしれない—と、同条項に基づいて関税会議を関税法成立後に設

置するとの内諾とを与えるにとどまった。ベヴァリッジと急進派は 718 条 2 項に反対投票を

投じた。1909 年 12 月タフトは実際に関税会議を開設するが、大統領は主流派に屈して関税

委員会を創設しなかったとの恨みを急進派の間に後々まで残した20。 

 タフトがベヴァリッジ法案を支援しなかったのは、議会での議事進行を掌握する主流派を

懐柔しなければ、関税法案は議会を通過しないと知っていたからである。主流派は、1908 年

共和党綱領が謳う関税「改正」は「引下げ」を約したものではない、と否定的な反応を示し

ていた。それは、オルドリッチの招きで財政委員会入りしたロッジが、新関税法案は実質的

にディングレー関税法と変わらないと予測するほどに強かった21。そこでタフトは、急進派に

よるキャノン下院議長の退任要求を支援する素振りを見せて、キャノンとオルドリッチを交

渉のテーブルにつかせた。そして、両者が関税改正に応じる代わりに、自分は議会の立法権

を尊重して、関税率設定の審議に干渉しないとの妥協を提示し、了承を得た22。 

 関税委員会を欠いたまま関税率設定を主流派に委ねた時点で、タフトは「中道政治」の貫

徹を諦めたと言ってよい。その果てに待っていたのは、TR が予測した通りの大失敗である。

上院議員として審議に参加したルートによれば、関税引下げに積極的だったはずの急進派は、

選挙区の主要産品の関税を引き下げる法案には、幾度となく反対票を投じた23。つまり、関税

改正審議は地域の利害がぶつかり合う闘争の場と化したのである。 

 それでもタフトは、主流派との約束を律儀に守り、関税法案が両院協議会に至るまでは傍

観を貫いた。その理由の一つは、本人が認めている通り、議会での議事手続、慣行および戦

術に不案内で、主流派の助けなしに関税率設定を進められなかったからである24。結果とし

て、ディングレー関税法に比べ、1,150 品目は変更なし、645 品目は引下げ、220 品目は引上

げられた。平均税率はおよそ 57％から 38％に低下した。だがロッジが看破したように、品目

ごとの関税率調整は、有権者がタフトに期待したような抜本的減税をもたらさなかった25。 

 急進派にとっては、ペイン＝オルドリッチ関税法は何も改正していないに等しかった。彼

らは、主流派が不合理な「擬装条項」を駆使して、ディングレー関税法のもつ差別的—東部

のトラスト、金融家、鉄道会社に有利で、西部の農民、消費者や個人事業主に不利—な関税

構造を温存したとみたのである。それだけに、タフトが新関税法を「共和党がこれまで通過

させた中で最高の関税法案」と自賛したことは、急進派を憤激させた。その中には、最終投

票においても自党提出の法案に反対票を投じ続けた者が 7 名もいた26。 

 かくして、関税引下げを選挙公約に掲げた最初の共和党大統領は「中道政治」に失敗し、

主流派と急進派との対立を党の分裂へと深刻化させた。タフトはさらに、有名なバリンジャー

＝ピンショー論争の中で、TR と急進派の共通理念だった自然保護よりも、主流派の支援者に

よる天然資源開発を優先する姿勢をみせる。それにより急進派は、TR 以上にトラスト訴訟に
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熱心だったタフトを、主流派のトラスト擁護に加勢するものとみなした27。 

 タフトの「中道政治」の失敗がアメリカ政治にもたらす変化の予兆は、早くも 1910 年中間

選挙の結果に現れた。一般世論は既に、ペイン＝オルドリッチ関税法を以て、共和党は 1908

年大統領選挙公約に違反したとの評価を下していた。極端に言えば、民主党が勝利するには、

共和党の保護関税が消費者生活を圧迫しているとの選挙戦を展開しさえすればよかった28。

民主党は 1894 年以来初めて下院で多数派となり、上院でも議席を 7 つ伸ばした。大敗を受け

てタフトは、1912 年大統領選挙での候補指名すら危うい立場に追い込まれていく。 

 
 
３．通商裁判所をめぐる対立 
 
 前任大統領たる TR は、1910 年中間選挙での共和党の敗北を重く受けとめた。それが、自

らの「中道政治」を継承したはずのタフトが「変節」したことに対する国民の審判だと捉え

たからである。TR の観察では、タフトは周囲から感化されやすいあまりに主流派に取り込ま

れ、急進派を疎外し、穏健派は党の分裂を前に「途方にくれる」しかない状況に追い込んだ。

その結果、共和党の政治力学は、国民の期待する社会改良ではなく既得権益の保持に向かい

つつある、と TR はみた。党公認候補の応援のため遊説するなかで、TR は有権者も自分と同

じ印象を受けていると実感する。ゆえに、TR は投票を待たずに共和党の大敗を正しく予測し、

次の大統領選挙でタフトの再選を支持するとの確約を与えることを避けた29。 

 タフトが主流派に与したとの解釈は、急進派のそれと瓜二つである。けれども、TR がそこ

に至ったのは、急進派が指弾したタフトの関税問題や自然保護問題へのアプローチというよ

りも、彼のトラスト規制問題に対するアプローチに「反動」の傾向を認めたからである30。そ

れは、タフトが、合衆国憲法の定める三権分立を時代の要請に合わせるべく、行政府と司法

府との間に勢力均衡を再構築する改革構想を提示したことを指している。これを示す最も良

い例が、1910 年マン＝エルキンズ法（the Mann-Elkins Act）である。 

 同法は、1887 年州際通商法を改正し、州際通商委員会（Interstate Commerce Commission: ICC）

の権限を強化して、各種通信事業者に規制を加え、短・長距離鉄道の貨物運賃の上限を設定

できるようにしたことで知られている。タフトは、1908 年大統領選挙中の公約の一つに、破

壊的競争および不正な通商慣習の規制を掲げていたため、新法の制定を連邦議会に働きかけ

た。その目玉が、通商裁判所（Commerce Court）の設置である31。これは、TR による行政府

の規制権拡大とは異なる斬新な発想に基づいていた。 

 州際通商法では、ICC は、大統領が任命する 5 名の委員からなり、運送業者（主に鉄道会

社）が同法に違反しているとの訴状を受理すると、事件に関する帳簿・記録等を提出させ、

証人を喚問できた。審理の結果、同法違反と判定されれば、ICC は当該業者に営業停止命令

を発し、不服従の業者を連邦巡回裁判所（のちに連邦控訴裁判所と改称）に起訴できた32。と

ころが、州際通商訴訟はその専門性の高さゆえに遅々として進まず、判決主旨も論理的な明
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確さを欠き、規制対象たる企業を混乱させ、経済活動に支障をきたしていた。 

 その解決策としてタフトが提案したのが、通商裁判所である。通商裁判所は、ICC の裁定

により生じる全ての訴訟を審理し、上告は最高裁判所に対してのみ行う。審判に参加する連

邦政府職員は司法次官補のみとし、州際通商法では可能だった ICC とその代理人の参加は認

めないとした。これが実現すれば、運送業者に対する規制は、調査を ICC、訴追を司法省、

審判を通商裁判所がそれぞれ分担する体制に移行する。そうすれば、訴訟手続を「迅速」に

し、法執行を「効果的・体系的・科学的」にできると力説した33。 

 ただしタフトは、通商裁判所を連邦司法制度の中に組み込ませた。司法長官ウィッカーシャ

ム（George W. Wickersham）が大統領の命を受けて草案したエルキンズ法案では、初回の判事

指名・任命は、5 年の任期付とはいえ、連邦最高裁長官が連邦巡回判事の中から行うとされ

た。2 回目以降の判事の指名・任命および任期は通例通りとされたが、彼らも最高裁長官の裁

量により他の下級裁判所との間で人事ローテーションされると記されていた34。 

 ここに、判事経験者タフトならではの権力観を窺うことができる。タフトのねらいは、ICC

が行政専門化の一端を担うように、通商裁判所に司法専門化の一端を担わせることにあった。

専門家行政と専門家司法が相互連携を制度化すれば、複雑化する経済活動に一定の秩序を与

えつつ、アメリカの国際競争力を増進することができる。さらには、司法府の行政監視によっ

て、行政府が合衆国憲法の要請する限度を超えて企業活動を規制するのを未然に防ぐことも

できる、とタフトは期待した35。つまりタフトは、TR の連邦政府権限の拡大路線に連邦司法

制度を適応させ、三権分立をアップデートしようとしたのである。 

 この法律家らしい保守主義に根ざした改革構想は、革新主義者から猛反発を招いた。彼ら

の間では拭い難い司法府への不信感が共有されていたからである。当時の連邦最高裁は、ノー

ザン・セキュリティーズ事件で、一社による鉄道会社の株式買占は州際通商に影響を及ぼし、

反トラスト法の適用を受け得ると判示するなど、州際通商に対する連邦政府の規制権は製造

には及ばないとした E・C・ナイト事件判決の適用を緩めようとしていたと言われる。けれど

も革新主義者は、司法府を主流派と同じく改革に立ちはだかる保守の牙城とみなし続けた。

デュー・プロセス条項を根拠に、州労働時間の上限設定は憲法修正第 14 条の保障する「契約

の自由」を侵害すると判示したロックナー事件判決のように、連邦最高裁が一般福祉立法に

対して古典的リベラリズムで臨み続けていたためである36。 

 ゆえに急進派は、エルキンズ法案が鉄道規制権を ICC から通商裁判所と司法長官に実質上

移譲させ、規制を緩めようとする主流派におもねっている、と反発した。とはいえ、通商裁

判所が大統領の念願である以上、設置そのものを否定はできない。そこで急進派は、判事の

任命承認権が議会にないことに不満をもつ民主党議員とともに修正要求を重ねた。その結果、

判事の任期は 5 年（1 年の中断を挟めば再任可）と限られた。任命も初回から大統領が上院

の助言と承認に基づいて行うとし、最高裁長官の裁量は欠員を補充するにとどめられた。さ

らに急進派は、ICC および積出人（生産者）の審判参加を認めるよう修正を求めた。訴訟手
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続の効率化には反する要求であったが、タフトがこれを了承したことで主流派も承諾した37。 

 急進派の抵抗を受けながらも、通商裁判所は設立された。しかし、この短命の行政裁判所

のためにタフトが払った代償はきわめて大きかった。のちに「リベラル」と自称する新世代

の革新主義者—クローリー（Herbert Croly）、リップマン（Walter Lippmann）、フランクファー

ター（Felix Frankfurter）ら—が批判したように、司法府重視の姿勢は硬直的な憲法観の表れ

と解された。そしてタフトは、主流派と同じく「保守主義者」との烙印を押されるに至り、

二度と「中道政治」を実行できなくなったのである38。 

 
 
４．ニュー・ナショナリズム 
 
 タフトを保守主義者と分類した革新主義者にとって、TR の再登板こそ改革を後退から救う

切り札であった。なぜなら TR は、1910 年中間選挙戦の最中に「NN」と題し、持論のステュ

ワードシップ理論—憲法が明確に禁じていない限り、大統領は「人民の意志」に基づき「公

共の福祉」のために何でも行い得るという解釈—を掲げ、あくまでも行政府の権限拡大によっ

て社会的均衡を達成することこそ、連邦政治が目指すべき改革の方向性だと宣言していたか

らである39。TR は明言を避けたが、「NN」は明らかに、行政府と司法府の勢力均衡というタ

フトの改革構想の否定であった。TR からすれば、タフトは二重の意味で政治議題の設定を

誤っていた。 

 第一の誤りは、社会一般の均衡が求められている状況下で、統治機構内の権力の均衡を目

指したことである。TR の歴史観では、かつて共和国アメリカは、労働を通じて財産を築く機

会をどの市民にも等しく与えていた。ゆえに市民は、自身の能力が許す限り共和国に奉仕し、

それによって共和国は国民共同体として維持されてきた。ところが、第二次産業革命のなか

で貧富の格差が加速度的に拡大し、都市の貧困労働者と不労所得者に象徴されるような労資

間の断絶が生じた。労働者の中には、上記の機会を奪われて自治の精神を喪失し、その不満

を暴力的な争議行為によって表明する者が現れていた。 

 TR は、ここに社会主義革命の前兆をみて、革命を回避し共和国を維持するには、労働者の

組織化を支援—団結権・団体交渉権を法律で保護し、労働組合の大規模化を奨励—すること

によって、労資間の断絶を修復しなければならないと考えた。第二のタフトの誤りは、その

担い手として、直接の民意を反映する大統領ではなく、間接にしか「人民の意志」を反映し

ない裁判所を想定したことである。タフトは、行政府は労使間の「仲介者」という TR の見解

を踏襲しつつも、その役割は、司法府に十分な権限と公衆の支持を与え、大企業と大労組の

双方が「確かに法の範囲内にあり続けるように計らう」ことだと述べていた40。上述の通商裁

判所は、この司法府の権限強化に先鞭をつけたものである。 

 TR は、タフトの手法では共和党が有権者の支持を失い、改革は後退すると懸念した。なぜ

なら、政党献金に起因する金権政治の歪みは、立法府を通じて司法府にも至っているとみた
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からである。司法府が旧来の自由放任主義を奉じ、労働者保護立法の執行を妨害してきたと

糾弾する点では、TR は急進派と変わりなかった。TR からみた司法府とは、「財産」をもつ特

定の階級ではなく「全国民」の幸福に資するよう転換されるべき、改革の対象に他ならない。

それを実現できるのは「公共の福祉の番人」たる行政府だけだ、と TR は断じた41。 

 当初、ルートやその子飼いのスティムソン（Henry L. Stimson）をはじめ、タフト政権を内

外で支えていた穏健派は、TR とタフトのビジョンの違いに鈍感であった。その理由の一つは、

トラスト規制に関する両者の考え方が類似していると思われたからであろう。タフトも TR

と同じく、トラストが産業化により自然発生した所産であり、その高度な効率は国家の経済

的繁栄および労働者賃金の向上に貢献していると評価していた。トラストの解体を目指すラ・

フォルテら急進派が、TR とタフトをともに論敵とみなしたのも頷けよう42。 

 だが、ルートやスティムソンが分かっていなかったのは、TR が既にタフトを見限っていた

ことである。1910 年中間選挙の前後から、TR はピンショー（Gifford Pinchot）らによる次の

大統領選挙への出馬要請をかわし続けていた。それは単に、世論の共感を失った共和党が勝

利する見込みはないと見通し、敗戦の責任を背負いたくなかったからだけではない。自らの

「中道政治」を継承せずに主流派に与したタフトが惨敗を喫すれば、党内の主導権が穏健派に

わたり、共和党が革新政党として再建されると期待したからでもある43。こうした期待から

TR は、タフトの改革構想の要たる司法府への批判を展開した。 

 その中で TR は、州際通商のような国家の「基本問題」に関しては、裁判所の不当な判決が

「人民の意志」によって破棄されるべきだという際立った改革案を提示する。これによって TR

は、共和党の再建のため協力を仰ぐはずだったルートやロッジとの関係に齟齬をきたすよう

になる。とりわけ、ニューヨーク弁護士協会長を務めるほどの高名な弁護士だったルートは、

三権分立の根幹たる司法権の独立および違憲立法審査権を連邦最高裁から剥奪するつもりか、

と危ぶんだ。おりしも憲法 3 条裁判官の任期を短期に修正するとの案が急進派の間で浮上し

ていたため、TR が同案に反対し続けるかに一抹の不安をおぼえたのであろう44。 

 1912 年大統領選挙が近づくにつれて、ルートの懸念は現実のものになっていく。1911 年に

入ると TR は、州判事に対して導入が進んでいたリコールを連邦判事にも適用することを示

唆し始める。判事も国民の信託を受けた「公務員」である以上、国家の「基本政策」に関し

ては、その時々の「公衆」の要望に応じて判決を下すことを要請されている。だが実際は、

ナイト判決やロックナー判決のように、その要望に反した「反動的な」違憲判決を下してい

る。現行司法制度上、判決の是正を求めるには「公衆」による批判を待つほかない。けれど

も、それを伝えるべきメディアは、「財産権を人民の諸権利よりも上位に置く」巨大企業の「擁

護者」と化し、上記の違憲判決を称賛する傾向にある。よって、「公衆」の批判を判事に届け

る別の手段が必要となる、と TR はいう45。 

 違憲判決を覆したければ、別に同種の訴訟を起こして合憲判決を受ければよいという法律

家の常識からすると、このリコール論は性急との印象は否めない。けれども、タフトが評し
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たように、TR は訴訟に要する期間があまりに長いと感じ、国民の要請に即応して「公共の福

祉」を実現できない司法府の「遅さ」を「大いに軽蔑」していた46。その侮蔑の念は、司法府

が違憲立法審査を通じて事実上の立法権を行使しているという認識によって、ますます強め

られていた。そこで TR は、他ならぬ違憲立法審査権こそ、憲法が時代状況の変化に応じて

その解釈を変えてきた証左であるとし、憲法の条文解釈を柔軟にせよと説いた。TR にとって、

合衆国憲法第 3 条第 1 節のいう「善行を保持する限り、その職位を保持する」判事とは、「悠

久の人民の意志の代理人」として「公共の福祉」に貢献する「奉仕者」であった47。 

 以上のように、TR の「NN」は、司法府に対する直接民主的な統制を提言した。一見して

分かるように、その議論には、『ザ・フェデラリスト（The Federalist）』に通底する「多数派の

専制」に対する警戒心は一貫して希薄である。TR によれば、人民には、「公共の福祉」に資

する人材を選ぶ「知性」と「能力」が備わっており、リコールという新たな責任を課せられ

たとしても、引き続きそれらを発揮できるとした48。TR の有権者に寄せる信頼に正面から反

論したのが、ルートである。 

 ルートによれば、合衆国憲法の制定者の叡智は、キリスト教的な人間理解に基づいて、国

家権力を分立させたことにある。そもそも人間は「弱い」存在で、己の「欲求」や「利害」

によって意見を左右されやすい。立法府にせよ行政府にせよ、利己的な人間によって選出か

つ構成されている以上、多数派の一時の「熱情」や「偏見」に突き動かされて、正当な理由

なしに少数者の権利を侵害する危険性を常に伴っている。そこで建国の父たちは、きわめて

非人間的な統治機関として司法府を設置したのだ、とルートは説く。 

 ルートの理解では、彼らは違憲立法審査を担当する判事に終身在職権などの手厚い身分保

障を与え、立法府や行政府での政党政治にも、それらの構成員を選出する国民の意見にも左

右されることなく、自己の良心に従って冷静かつ公正に判決を下すのを可能にした。それに

よって、司法府は多数決原理から少数者の正当な権利を守り得る唯一の統治機関となった。

この重大な創意工夫の前では、審査に要する時間の長さなど問題にならない。むしろその時

間が、一時の熱情や利害を排して、法律の合憲性を熟慮する猶予を与えている、とルートは

いう。 

 合衆国憲法の定める三権分立を「世界の政治学に対する偉大な貢献」と称賛するルートに

とって、司法府の独立と違憲立法審査権は「最良にして最も高貴な統治原理」であり、アメ

リカの統治制度の根幹である。判事および判決のリコールは、この根幹に対する攻撃に他な

らない。もしリコールが制度化されれば、判事たちは、高度な法律知識をもたず、厳密な事

実検証に耐えない大衆世論によって、自らの職位や権限を脅かされるかもしれないことを絶

えず心配しなければならなくなる。そうなれば、司法府もまた政治の主導権をめぐる党派対

立に巻き込まれ、アメリカの共和制は崩壊する、とルートは警告した49。 

 以上を踏まえて、さらに TR とルートの議論を対比すると、両者の間には、国民の政治参

加をめぐって原理的な意見の対立が存在したことが分かる。TR は、上院議員の直接選挙、レ
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ファレンダム、イニシアティブの導入も提唱した。これらの直接民主制度を自制的に運用す

る仕組みをつくれば、社会改良を求める公衆の声を立法府に届かせることができる。こうし

てアメリカの代議制は補強され、社会的均衡も回復されるはずである、と TR は自説の正当

性を強調した。TR においては、統治の即応性こそ秩序を安定させる術であった50。 

 これに対してルートは、TR が提唱した直接民主制度にことごとく反対した。ルートが言う

には、産業化が進み、多種多様な人口を抱える 20 世紀のアメリカでは、18 世紀のタウンミー

ティングで用いられた直接民主制度が通用するはずはなく、むしろ代議制の必要性はますま

す高まっていた。建国の父たちは、主権者たる国民にせよ、その負託を受けた統治機関にせ

よ、一時の「衝動」や「熱狂」によって民主主義を「衆愚政治」や「独裁」に堕す危険性は

常にある、と想定した。20 世紀の大衆社会の登場により、その危険性は増している。代議制

は独立した司法府と並んで、その危険を未然に抑止する「防壁」である、とルートは述べる。 

 ルートの考えでは、直接民主制度の導入は、有権者が自らの投票で選出した代議員を信用

しないことを意味する。有為の人材は代議員の職位を望まなくなるであろう。それは、合衆

国憲法の定める代議制そのものを根底から揺るがす。もしも人民が社会改良を望むのであれ

ば、合衆国憲法の保障する選挙権を誠実に行使し、その意志を代表する代議員を選出すれば

よい、とルートは反論した。言い換えれば、ルートは憲法修正によって直接民主制度を導入

せずとも、TR の目的は達成されることができ、またそうでなければならない、と説いたので

ある。ルートにおいては、統治の継続性こそ秩序を安定させる鍵であった51。 

 TR とルートの間で、直接民主制度についての意見の隔たりがこれほど大きかった理由は、

法律家としての訓練と経験を有したか否かというキャリアの違いもさることながら、改革の

緊急性について重大な見解の相違があったからである。 

 TR が直接民主制度導入を提唱するに至ったのは、有権者を盲目的に信頼したからではな

い。「タフト＝オルドリッチ＝キャノン体制」が、「法律家の内閣」「法律家の政権」さながら

に、「国民の要求」や「感情」を理解しないまま施政を進めているとみたからである。それに

よって、社会党の政治基盤が拡張されていると TR はみた。稀にではあるが、社会党がもし

黒人や黄色人種の白人に対する不満に訴えて、これらの非白人の支持を確保すれば、労使間

の社会的均衡は永久に失われるかもしれない、との危惧を垣間見せることもあった52。 

 かような危機感をもつ TR にとって、1911 年 10 月 26 日タフト政権が反トラスト法違反の

容疑で US スティールを提訴したのは、「狭量で卑劣で愚昧な政治」そのものであった。激高

した TR は、タフトが、規模の経済を否定する急進派の時代錯誤に与し、何の規制効果も期

待できない「訴訟」を散発させ、社会的均衡を「破壊」していると公に批判した。反トラス

ト法が違法な企業活動を「曖昧」にしか定義せず、それに依拠する裁判所の判決も「混沌」

としている結果、遵守すべき行動基準が企業に示されていないことにこそ問題があるとみた

からである。 

 TR にとっては、立法府および司法府の「怠惰」による「非効率」を正し、「人民」と「大
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企業」との「公正取引」を仲介できるのは、あくまでも行政府であった。ただし TR は、大統

領在任中よりもずっと踏み込んだ中央集権化を描いてみせた。すなわち、鉄道に限らず全て

の産業を監視する行政委員会を設置し、製造品の最高価格設定権、被雇用者の賃金・時間の

規制権をも与えると提言した。そうして自由競争下においても消費者と労働者を保護するこ

とが、大衆に訴える社会主義の魅力を減じる方策だと、TR には思われたのである53。 

 ルートやその周辺にとっても、確かにタフトは「法律家」然として「政治家」が備えるべ

きリーダーシップに欠けた。上記の TR 提言と同種の改革案は、陸軍長官スティムソンやそ

の部下フランクファーター、US スティール重役のパーキンスからもタフトに伝えられた。だ

がタフトは、シャーマン反トラスト法の改正の必要を認めず、連邦最高裁が「合理の原則」

に従ってスタンダード石油等の分社化を命じた判決を称賛し、今後も訴追を増やす意向を示

すにとどまった。スティムソン以下 3 名はいずれも、タフトが現在の社会・産業状況に対す

る理解を欠き、有効な手立てを打てないでいるとの TR の評価に同感であった54。 

 しかしルートは、タフトと同じく、アメリカ社会における目下の騒擾は「一時的に過ぎな

い」とし、アメリカが社会主義革命の危機にあるとは感じなかった。ルートは、第二次 TR 政

権期に既に、労働組合において社会主義者数が著しく減少したとし、争議行為に参加する新

移民たちも世代を追うごとに、地域共同体での生活や学校教育を通じてアメリカの自治制度

に同化していくとの自信を示していた。アメリカの生産能力の向上に比例して、個人の富が

増大し富の再配分が進めば、労働者の不平不満も鎮静化するとみた55。 

 ペイン＝オルドリッチ関税法の審議中に関税収入減を補う歳入源が議題となった際にも、

ルートはタフトの望む対応をした。急進派は消費者と労働者に税負担を負わせないよう、低

額所得者を除いて連邦累進所得税を導入する法案を上院に提出した。同法案は主流派の強烈

な抵抗を受けたが、民主党員の票を合わせれば可決される見通しが濃厚であった。そこで、

ルートはロッジらとともに、1895 年ポロック事件で連邦最高裁が同種の課税に違憲判決を下

したことを理由に、タフトの推奨した一律 2％の法人税を代案とし、連邦所得税を可能にす

る憲法修正を求める両院決議案を付して上院を通過させた。憲法修正による連邦累進相続税

にも踏み込んで高額所得者への課税を提唱した TR とは、実に対照的な態度である56。 

 一連のルートの「NN」に対する反論は、TR の長年の盟友ロッジにも共有されていた。ロッ

ジは、上院議員の直接選挙に関しては、連邦議会内の抑制と均衡を損なうとして反対したも

のの、「統治機構の問題」に過ぎないとして許容できた。しかし、強制的イニシアティブ、強

制的レファレンダム、判事・判決のリコールは「革新」ではなく、古代ローマが共和政から

帝政へと「堕落」した歴史への「後退と退化」であるとして、断固反対した。ロッジもルー

トと同様に、拙速かつ無分別な立法を抑止し、慎重に熟慮を重ねた立法を保障し、少数者の

権利を保護するために確立された合衆国憲法の基本枠組が破壊されると考えたのである。 

 ロッジは法律家ではなかったが、ルートと同じく、司法権の独立を個人の自由にとって「何

よりも不可欠」とした。判事が「人民の意志」を代表しないことが、アメリカの代議制を有
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効に機能させるとみたからである。ロッジによれば、「人民の意志」は「つかの間」の現象に

過ぎない。今は「多数派」を形成している意見も、やがて「少数派」に移ろう。共和国アメ

リカでは、この不確かな「人民の意志」が立法と行政の府の代表を選出する。だからこそ、

共和国が安定的に存続するためには、判事が自分以外の何者にも従属せずに違憲立法審査権

を行使する必要がある、とロッジは述べた。歴史家たるロッジにとっても、判事・判決のリ

コールは、「英語諸国民」が長い闘争の歴史の末にたどり着いた「個人の自由」の殿堂を廃墟

と化し、国家社会主義への扉を開く「誤謬」であった57。 

 ルートとロッジが揃って「NN」に反対したことの意味は大きかった。「NN」は、主流派に

とっては急進的で、急進派にとっては保守的である。主流派は企業規制を合衆国憲法の保障

する財産権の侵害とみなし、急進派はトラストを全面的に解体し自由競争を復活させたがっ

た。大統領が双方を宥めつつ「中道政治」を行うには、大統領の意向を理解した上で、連邦

議会の情勢を的確に把握し、主流派と急進派の間で妥協点を見出し、それを法案に落とし込

む仲介者が必要だった。TR にとっては、ルートとロッジがまさにその仲介者であった。 

 仲介者を失うことの意味を TR はよく理解していた。だからこそ、革新主義者からの大統

領選挙への出馬要請をかわし続け、急進派とも一定の距離をとり続けた。ラ・フォルテがピ

ンショーら TR と親しい革新主義者とともに設立した全米革新主義共和党員連盟（the National 

Progressive Republican League: NPRL）は、直接民主制度の導入をその設立目的に掲げ、TR の

加入を繰り返し要請した。しかし TR は固辞し続けた。1912 年大統領選挙予備選挙において、

急進派の望み通りにラ・フォルテの共和党候補指名を支持するか、ピンショーらによる TR 自

身の出馬要請を受諾するかの二者択一を迫られることを避けるためである58。 

 そうやって TR が「NN」を一党員の意見にとどめている間は、ルートやロッジとの連携は

よく機能した。実際、タフトが 1912 年大統領選挙に向けての布石を打つべく、カナダとの互

恵通商を実現しようとしたとき、三人は、両国の生産者の利益以上に米英関係の緊密化に資

するとの評価で一致した。また、タフトが米英仏間のあらゆる法的係争を締約国代表からな

る高等弁務局による仲裁裁判で処理するとの条約を締結し、上院で批准を求めた際も、三人

は、西半球防衛、移民問題のような国家の存立に関わる問題は対象外としなければ、仲裁条

約は遵守され得ず、結果として国際法に対する各国の信頼を失わせるとの見解で一致した59。 

 こうした連携は、TR が「ラ・フォルテ型の愚かな急進主義」者と呼ぶ面々との間には望む

べくものもなかった。急進派は、カナダとの互恵通商が中西部の農民たちにとって著しく不

利だという理由で、反対した。英仏との仲裁条約についても、締約国間の係争が仲裁裁判で

裁定可能か否かの決定権を高等弁務局に与えるとの条項は、合衆国憲法が上院に与えた権限

を剥奪するのかどうかばかりを問うた。TR が、自らの政治の原点は「アメリカは国家であり、

国家として行動しなければならない」という確信にある、とラ・フォルテに語った真意は、

急進派とは共に国家を運営できないと告げることにあったに違いない60。 

 けれども皮肉なことに、1912 年 2 月 2 日、ラ・フォルテが致命的な演説の失敗によって、
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共和党候補指名を受ける見込みが消えたと思われたとき、TR が自らの「NN」を急進派から

隔離しておくことは困難になる。NPRL に参集した革新主義者はラ・フォルテへの名目上の

支持を取り下げ、元々の本命だった TR の下に殺到し、再出馬を要請した61。今度は TR もこ

れを受けた。タフトが先に触れた英仏との仲裁条約案で、国内政治のみならず国際政治にお

いても司法積極主義が秩序を安定させるとの信念を披瀝したことで、TR の後継大統領に対す

る忍耐は限界を超えていたのである。 

 2 月 21 日、TR がオハイオ州コロンバスで直接民主制度の導入をマニフェストに掲げ、同

26 日に共和党予備選挙に立候補したとき、ルートとロッジが TR と連携し続けることは不可

能になった。ルートの言葉を借りれば、「ポピュリストと社会主義者」の間で絶大な人気を誇

り、世論を糾合する「類まれな技術」をもつ TR が出馬したことによって、「NN」は、党派を

超えて存在する主流派と急進派の政治抗争を激化させ、三権分立に反する体制を目指す公的

な運動になる。そう予測した二人は、TR の候補指名を支持できなかった62。 

 かくして「NN」は、TR が最も頼みとした二人を、憲法遵守を掲げるタフトと主流派の側

に明確に立たせた。ロッジは TR との長年の友情を理由に、ルートは TR 政権の閣僚だったこ

とを理由に、タフトのために TR を攻撃することはなかった。だが二人は、タフトや主流派

と確固たる価値観と政治目標を共有した。それは、共和党は合衆国憲法とそれが規定する三

権分立を遵守する政党であり、したがって TR の候補指名の阻止は大統領選挙での勝敗に優

先する、ということである。ルートが議長を務める共和党全国大会は、タフトを大統領候補

に選出した。敗北を不服とする TR は脱党し、革新党を発足させる63。 

 TR が共和党予備選挙に出馬するか否かを決めかねていた頃、彼が自らの出馬に見出してい

た意味は、共和党の行き詰りを解消することであった。タフトの失政によって、革新主義者

は急進派に接近して「思慮分別を欠く極端」な改革案を突拍子もなく提示する勢力と化し、

これに対し主流派はますます保守化し、改革が失敗するよりは何も是正しない方が政治的に

賢明との立場を固めている、と TR はみた。彼が「NN」を唱えたのは、その両者を自らの「中

道政治」に引き戻すためだったはずである。しかしルートやロッジといった仲介者を失った

TR は、その目的を果たせない位置に移動せざるを得なかったのである64。 

 
 
５．終わりに 
 
 TR が共和党内で「孤立」していると聞いたフランクファーターは、革新党に加入すべくタ

フト政権を辞すことを考慮する。同様の革新主義者は他にもいたが、TR は残留を促した。革

新党の勝利の見込みはないので、敗戦で失うものがなく「大義」に殉じる「十字軍の気分」

をもつ者以外は、「公職」に留まり「共同体への貢献」を続けるべきだ、と。その「大義」と

は、「寡頭政治の政党」たる二大政党か「社会主義の政党」たる社会党かという二者択一に揺

れる有権者に、「着実で、健全な、決然としながらも節度のある革新主義運動」を提示するこ
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とである65。TR にとって革新党は、共和党を革新政党として蘇らせる非常手段であった。 

 TR は、タフトが主流派に取り込まれたことにより、共和党はニューヨーク州民主党のタマ

ニーホール同様の「ボス政治」に陥り、革新主義運動の拠点たりえなくなったとみた。TR の

革新主義運動の目的は、連邦政府がポリスパワーを拡大することによって、労働者の組織化

を支援し、その政治的自由を回復させ、大企業と大労組との間に社会的均衡を打ち立てるこ

とである。TR は自らの政治理念を「古い諸道徳を新しい諸条件に適用すること」と語ったが、

その趣旨は、古代ギリシャ・ローマの共和政のごとく、個々の市民が己の天分や職分に応じ

た形で自治に参加する共同体を、産業化の進む 20 世紀に成立させることであった66。 

 TR はこの理想を実現するために、社会改良を要求する急進派を、これに抵抗する主流派に

対抗させ、両派の間にいる穏健派を共和党の政策決定過程の中心に位置させる「中道政治」

を展開した。TR がタフトを後継大統領に選んだのは、彼が、名うての企業法務弁護士だった

ルートよりも、「中道政治」を実行しやすいとみたからである67。ところがタフトは、TR が

「中道政治」を政治的に実行可能にしておくために外していた政治課題、つまり関税改正に取

り組んだ。その中でタフトは、議事運営に長けた主流派に依存を深め、急進派からの反発を

招き、「中道政治」に亀裂を生じさせた。さらにタフトは、急進派を含む革新主義者の批判の

的であった司法府の専門化を企図し、訴訟を通じた州際通商規制に固執して、「中道政治」を

崩壊させた。要するにタフトは、TR の「中道政治」の本質を理解していなかったのである。 

 そこで、TR は「NN」を掲げ、判事・判決のリコールを含む司法府に対する直接民主的な

統制を提唱した。しかし、この合衆国憲法修正案は、TR の「中道政治」をますます困難なも

のにした。ルートとロッジのような共和党内の主流派と急進派との間の仲介者が、「NN」に

反対したからである。二人は、経済的・政治的格差を行政府の介入によって改善しなければ、

社会主義革命のおそれがあるとの TR の危機感を共有しなかった。ゆえに、司法権の独立と

違憲立法審査権を統治の根本におく伝統的な憲法観に立って、「NN」は国家社会主義を招く

危険性があるとみなした。TR は主流派へのアクセスを失って、孤立した。 

 かつて TR 政権を内外から支えたタフト、ルート、ロッジは揃って、主流派とともに三権

分立を擁護した。三者とも、裁判所は法律を社会経済的変化に適合させ、政治的係争を平和

的に解決してきたとし、規制行政が私人の経済活動の領域に及んできた現在では、個人の自

由を保護する司法府の役割はますます重要になっている、とした。さらには、TR のステュ

ワードシップ理論に対し、大統領は明確な法的根拠に基づいてのみ行政権を行使できるので

あって、他の二権を侵害する行為は許されない、とした68。 

 1912 年大統領選挙を闘う共和党は、TR の「大きな政府」ではなくタフトの「小さな政府」

を旗印に、選挙戦を繰り広げる。その結果は惨敗であった。けれども、タフトはただ一点に

おいて勝利する。以後の共和党は、TR 流のニュー・リベラリズムではなく、タフト流の古典

的リベラリズムを党是として再建されていくのである。それにより、TR の「中道政治」は過

去のものとなる。やがてクローリーやリップマンの『ニュー・リパブリック（The New Republic）』
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誌も、他の革新主義者とともに、民主党支持へ舵を切っていく。この支持政党の転換には、

ウィルソンの「中道政治」が大きく作用したが、これについては稿を改めて論じたい。 
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Abstract 

Theodore Roosevelt, an icon of American Progressivism, attempted to expand the police power of 

the Federal Government in order to establish social equilibrium between capital and labor. He believed 

that this new liberalism would be realized through “Centrist Politics,” which aimed to counter the 

powers of Republican Regulars with its Insurgents so that its moderate Progressives could be centered 

in the party decision making. 

However, his successor, William Howard Taft, forced the Republicans into a tariff reform, which 

Roosevelt avoided so as to maintain “Centrist Politics.” This bold action caused Taft to depend heavily 

on the Regulars because they were in command of Congressional proceedings, whose technicalities Taft 

didn’t know much about. This reliance made the Insurgents defect the President and Roosevelt find Taft 

failed to succeed to his “Centrist Politics.” Then Roosevelt initiated his campaign of “New Nationalism” 

to revive his “Centrist Politics” in the Republican political dynamics. He insisted on one of the 

Insurgents’ agendas, that is, modifying US Constitution to introduce direct democracy procedures such 

as recall of judges and their decisions. 

Though, “New Nationalism” aroused the objection of Roosevelt’s politically reliable allies, Elihu 

Root and Henry Cabot Lodge, who had negotiated both the Regulars and Insurgents to settle their 

disagreements to Roosevelt’s “Centrist Politics”. This was because Root and Lodge believed that the 

direct democracy procedures would destroy the separation of powers, which they considered was the 

heart of US Constitution, and would invite State Socialism. As a result, “New Nationalism” lost political 

ground in the Republican Party and Roosevelt had no choice but to leave it and to set up the Bull Moose 

Party. At the US Presidential Election of 1912, the Grand Old Party started to return to Classical 

Liberalism. 
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